






















































































































































































































































対 象 品 目数 ネ ガテ ィブ ネガ テ ィブ
（4，514品 目） 品 目数 比 率
自動 車 1，103 235 21．3
木 製 品 165 0 0．0
ゴム 製 品 270 11 4．1
繊 維 1，183 206 17．4
農 産 物 加 工 135 7 5．2
漁 業 177 0 0．0
電 子 1，157 122 10．5
e－ASEAN 683 47 6．9
ヘ ル ス ケ ア 374 50 13．4
ネ ガ テ ィブ リ ス ト
（NL）累 計 品 目 数 678 12．9
ネ ガ テ ィブ リス ト

























輸 出 額 5，030．0 6，300．0 7，790．0
FTA 利 用 輸 出 額 305．7 450．2 733．5
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輸 出 額 2，960．0 3，030．0 3，360．0
FTA 利 用輸 出 額 269．5 288．0













































輸 出 額 630．7 糾 2．0 761．7
FTA 利 用 輸 出 額 345．7















































日越 EPA 日 ASEAN　 EPA










2，956 25．9％2011年 4月 2，636 28．1％
2012年 4月 2，661 28．3％ 3，053 26．8％
2013年 4月 2，724 29．0％ 3，0三強 26．8％
2014年 4月 2，822 30．195
3，091 27．1％
2015年 4月 2，839 30．2％











2023年 4月 9，438 82．8％
2024年 4月 8，470 90．2％
9，490 83．3％
2025年 4月 8，洪8 91．0％
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投 資 恩 恵
ス キ ー ム
で 既 に 関
関 税 が 蹴
課 さ れ る
内 庁
調 達 先 が
FTAJEPA
H
仲 介 貿 易
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FTA 利
一 般 関 税
が 低 く 、
段 階 的 な
FTA の
関 税 率 引
輸 入 元 と
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事 受 して
い る た め
回　 ロ】け
販 売 が 少
な い
糾 鹿 を 知
ら な い た
め
用 が 認 め
ら れ て い
な い た め
FTA の
メ リ ソ ト
な し
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在 し な い
輸 入
（n＝ 35社 ）
24社 3社 4社 5社 1社
68．6 8．6
－ 11．4 14．3 2．9
輸 出 先 の
一 般 関 税
輸 出 先 で
輸 入 関 税 原 産 地 規
原 産 地 証
原 蛮 地 証
FTA／EPA
制 度 を 如
既 存
FTAJ冨PA 輸 出 先 と
そ の 他
が 低 く が 減 免 、 則 自体 の 明 香 の 審 明 啓 取 得 らず　 必 の 原 産 地 の 剛 こ
FTA の FTA の ハ ー ドル 企 ・発 給
コ ス トが
手 続 きが 要 書 類 が 規 則 が
各 や 異 な
FTAノ官PA
が 存 在 し
メ リ ッ ト
な し
メ リ ノ ト
な し








－ － － 14社 6吐
19．4 33．3 － － ー 38．9 16．7
（資料）平成20年度　在アジア・オセアニア日系企梁活動実施調査
（2（X旭年9月お目、10月31日実施）
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るため」と理由をあげる企業が35社中24社（68．6％）にのぼり、圧倒的多数
を占める。またこれに、「輸入元との間にFTA／EPAが存在しない」とし
た企業が5社（14．3％）で続く。
実際に、アンケートに回答した在ベトナム日系企業の貿易動向を見ると、
売り上げのうち輸出比率70％以上である輸出指向型企業は全体の67．9％（81
社中55杜）を占め、ASEAN6カ国の中では、フィリピン（同66．1％）、シン
ガポール（60．4％）をも上回る。その中でも特徴は、約半分の企業（81社中
40社）が全量輸出していることである。これら全量輸出している企業は、輸
入する原材料・部品についても完全に免税されているとみられ、輸入面で敢
えてFTA／EPAを使うインセンティブはない。また、これら全量輸出して
いる企業の多くが、日本向けに出していることも特徴的である。日本向けに
輸出している企業56社のうち全量日本に戻しているのは19社、33－9％にの
ぼっている。
工業製品分野では、日本側関税が有税であっても低率であれば、原産地証
明書取得の一連の手続きにかかるコストを鑑み、08年12月に発効したAJCEP
や、09年10月に発効したJVEPAを使わずに輸出する企業も多いとみられる。
そのため、日本向け輸出でEPA／FTAを使う企業は、比較的高い関税が残
存している農林水産品や繊維製品、もしくはこれまで一般特恵関税（GSP）
で輸出していた品目の制度変更に伴うEPA／FTAへの乗り換えが中心にな
ると見られる。
第5節　ベトナムの裾野産業育成と自由化に伴う企業行動
（1）ベトナムの裾野産業育成策
ここ数年、日本企業は投資先としてベトナムに注目している。在ベトナム
の日本商工会に加盟している企業数は、2008年時点で790社（北部335社、中
部37社、南部418社）にのぼり、ここ5年間で倍増している。ベトナムでの
これら日本企業の操業上の問題点として必ず上位に挙げられるのは、「裾野
一143一
産業の脆弱性」である。ジェトロが2008年9、10月にかけて実施した在アジ
ア・オセアニア日系企業の経営実態調査では、ベトナムにおいて「原材料・
部品の現地調達の難しさ」を挙げる日系企業が多く、回答企業79社のうち
69・6％を占める55社が問題と指摘している。これは「従業貞の賃金上昇」（同
85．2％）、「通関等諸手続きが煩雑」（同75．3％）、「インフラの整備状況が不
十分」（同74．4％）に並ぶ大きな間恩点である。
実際に、在ベトナム日系製造業の現地調達比率はASEANの中でも低位に
甘んじている。同調査で原材料・部材の現地調達比率を聞いたところ、回答
企業の3分の1を超える36．4％が「1～10％未満」と回答、これに「10、
20％未満」が19．7％で、「20、30％未満」が15．2％で、それぞれ続く。各回
答範囲の中間値をもとに算出した平均現地調達率は28．0％に過ぎない。
ベトナム工業省（現商工省）は、進出外資系企業の問題点や裾野産業育成
の重要性をはっきりと認識している。2（氾3年4月に日越両国政府や民間企業
とで共同で立ち上げた「目地共同イニシアティブ」では、ベトナムの戟争力
強化のための投資環境改善を目的に、外国投資促進戦略の構築および実施、
投資環境の飛躍的改善に向けた具体的方策、投資関連規制の見直し、実施機
関の能力向上、投資関連・ソフトインフラの整備、経済インフラの整備、既
存投資家への支援措置等44項目から構成される行動計画が策定された（第1
フェーズ）。行動計画は、ベトナムにおける投資阻害要因を明確化・分析した
上で、同要因改善のために目趨双方がとるべき具体的行動計画を取りまとめ
た。
舶項巨＝こ亘る行動計画の一つ、「裾野産業の育成・誘致・活用」では、①
裾野産業育成マスタープランの策定、②経営・技術訓練センター及び技術支
援センターの創設、③地場裾野企業のデータベース化、④裾野産業工業団地
の設置、⑤裾野産業への恩典措置（資金調達支援、人材育成訓練支援、技術
情報提供、見本市への参加）、が謳われている。特に、裾野産業マスタープラ
ンについて首相は、工業省が中心になって同計画を策定する指示（指示47号）
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を2004年12月22E】付で公布した。これを踏まえ、2007年7月にようやく
「2020年迄を視野に入れた2010年迄の裾野産業発展計画承認の決定」、いわ
ゆる「裾野産業育成マスタープラン」が策定された。
ここでは裾野産業の発展を、ベトナムの工業化・近代化の過程において、
主要な産業の迅速かつ持耗可能な開発のための重要な一歩として認識し、将
来的に「国際的な製造工程の一部となることを目指す」旨目標が掲げられて
いる。つまりベトナムはグローバル企業のサプライチェーン・ネットワーク
内に位置付けられることを目指している。裾野産業育成に重点を置く分野と
して、①繊維・縫製産業、②皮革・製靴産業、③電子・IT産業、④自動車製
造・組立産業、（り機械製造産業、の5分野を挙げている。
（2）FTAによる事業展開の変化と外資規制の媛和
ベトナムは、1995年1月からWTO加盟交渉を開始したが、約10年以上に
も亘る交渉の未、2006年11月にWTO一般理事会で念願の加盟承認を取り付
けた。同月末にはベトナム国会で批准、07年1月11日に150番目の国として
WTOに正式加盟した。WTO正式加盟の際、ベトナムはサービス分野にお
いて米越通商協定の8分野65業種を上回る11分野110業種の開放を約束して
いる。流通サービス分野については、09年1月以降、100％の外資出資を可
能にすることを約束した（但し、2店目以降は許可取得が求められる）。
実際に卸売分野が2008年に開放され、更に小売分野が2009年に関放された。
ベトナム政府は、2007年2月12El付Decree23／2007／NDrCPにて、外資系企
業の売買活動に関する商法の施行細則を定めた。これによって、①出資者が
ベトナムの加盟する国際条約又はベトナムが物品売買活動に関し市場開放を
約束している協定の締結国出身、③投資形態がベトナムの加盟している国際
条約に定める計画に整合している、③物品・役務の商取引がベトナムが約束
している市場開放に整合している、④業務内容がベトナムが約束している市
場開放に整合している、という要件を満たす場合、外資系企業の売買活動が
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認められるようになった。また同年7月17日には、外国投資企業による輸出
入および販売活動と、認可手続きに関するガイダンスを定めた施行ガイダン
ス細則と位置付けられるCircularO9／2007／TT－BTMを出した。これによっ
て、外資系企業は商業活動および商業と直接関連する活動に従事するための
投資を行う権利（輸出入権、販売権）を取得し、自ら輸出入、および卸売に
参入する道が開かれた。
その一方、これまで述べてきたとおり、ベトナムはAFTAを筆頭に
ASEANの枠組みの下で、もしくは二国間ベースでもFTAにより関税引き
下げが求められる。裾野産業が未成熟な状態での自由化は同産業育成を阻害
する。自由化によってベトナム国内市場の獲得を目指す企業は、ベトナム国
内に製造拠点は置かず小売・卸売業務拠点のみ設置、FTAを使い周辺国か
ら調達するビジネスモデルを志向することになる。
ベトナムにとってAFTAなど関税自由化迄の猶予期間は8年を切ってい
る。その間も徐々に関税水準は下落を続けている。裾野産業育成には戦略的
且つ重点的な取り組みが不可欠である。今後、裾野産業の育成・誘致分野を
特定し、優先度の高い業種、品目について実行計画の早期策定、取り組み実
施が求められている。
（3）部品の相互補完から完成品の相互補完へ
在ベトナム日系企業でFTAの活用は、既に関税が5％以下にまで削減さ
れているAFTAが中心である。特に2006年に、ベトナムがAFTA－CEPT
関税を5％以下に削減したことが、利用を促進させた大きな理由の一つであ
る。
ASEAN広域に拠点を持っている日系企業において、AFTA－CEPTを使
い、拠点間で原材料や部品の相互補完を行っている。しかし、ベトナムの
WTO加盟に伴う流通・サービス分野の外資への開放により、相互補完は、
部品から完成品にその範渚を拡大しようとしている。
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IMFの世界経済見通し（2009年10月版）によれば、ベトナムは人口8，618
万人を抱え、ASEAN新規加盟国の中で最も有望な市場と日されている。こ
れまでベトナムにおいて、外資系企業が国内市場に製品を供給するためには、
国内で生産することが求められていた。しかし、一人当たりGDPが1，糾2．4
ドルに過ぎないベトナム国内市場獲得を目的にした拠点設置・生産は生産効
率面で課題を残すことになる。例えば現在、ASEANで白物家電を製造して
いる企業は、特定国工場を第3国向け輸出拠点として位置付け、集中生産、
ASEAN市場向けにはAFTAを活用、低関税で輸出している。
富士キメラ総研によれば、2008年において電気洗濯機の場合、日立がタイ
で集中生産を行っており、生産台数は1社で76万台、シャープもタイで68万
台を生産している。一方、電気冷蔵庫の場合、タイ、インドネシアでの生産
が中心であり、三菱電機、日立製作所、シャープがタイで各々80万台、75万
台、67万台を、またシャープがインドネシアで57万台を生産している。
日本電機工業会（JEMA）の「白物家電7品目の世界需要予測（2001～2010
年）」によれば、ベトナムの白物家電製品市場は所得の拡大とともに拡大して
いるものの、2009年は電気洗濯機で80万5千台、電気冷蔵庫は112万4千台
としている2。ベトナム国内に生産拠点を持ち、国内市場のパイを複数企業
で奪い合うには、1社の生産規模程度に過ぎないベトナム市場は極めて燻小
と言わざるをえない。
（4〉　戦略の見直しを迫られる家電産業
2008年から輸出入権の外国企業への付与、および卸売業の開放が実施され
ており、これを取得した企業はベトナム拠点の位置付けを見直し始めている。
最もドラスチックに体制を変えたのは大手AV機器メーカーのB社である。
同社は、1994年に70％を出資し、地場C社と合弁でAV機器製造会社を設立
した。製造の中心はブラウン管テレビであった。
しかし、2008年9月末をもって工場を閉鎖、100％出資の販売会社に移行し
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た。この背景は、（》2006年に全世界的に同社がブラウン管テレビ生産からの
撤退を決定、これに伴って生産効率が悪化したこと、②ベトナム政府より輸
入・卸売業の認可を取得したこと、そして（釘AFTA－CEPT適用のための原
産地規則が緩和されたこと、がある。
輸入・卸売については、ベトナム政府が外資系企業の売買活動に関する商
法の施行細則を定めた2007年2月に申請、同年5月には許可を取得している。
消費者に対し直接的には販売出来ないものの、小売店やディストリビュー
ターへの卸売りは可能になった。
またAFTA原産地規則の緩和については、これまでASEAN累積でr付
加価値ペースでローカルコンテンツ（ReglOnalValueContent；RVC）40％
以上」であったが、2（刀8年8月1日から加盟国一斉に、同基準と「関税番号
変更基準（ChangeinTari茸Classi鮎ation；CTC）4桁」との選択性に移行し
た。これまで薄型テレビもパネルを韓国や台湾など城外調達に依存していた
ため、ASEAN城内付加価値率4割超を確保することはEg難であったが、選
択性に移行したことにより、AFTAを活用出来るようになった。これまで
自社で製造していない製品についてのみ、合弁子会社を便いAFTAにより
輸入していたが、ベトナムを巡る事業環境の変化が同社に製造からの撤退を
決断させたといえる。
B社の工場閉鎖は、ベトナム政府や産業界に衝撃を与えたことは疑いない。
しかし工場を閉鎖した同社に対する批判は比較的少ない。ベトナム社会科学
院は、「B杜の撤退は、ベトナムの投資環境悪化によるものではない。ベト
ナムが新しい段階に入っていることを示しているもの。」と語っている。ま
たベトナム電子産業協会（VEIA）チャン・クアン・フン事務局長は、「B社
の工場閉鎖は市場保護の下での一つの時代が終焉したことを意味する。いく
つかの企業はB社に続くだろう。市場保護下での事業モデルは終わり、高度
技術などを活用した次の段階に進むべき時」と語っている。
また総合電気メーカーD社も、輸入・卸売業の認可を受け、国内向け製造
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拠点の見直しを実施している。D社は国内に事業会社を6社有するが、うち
1社が出資も行う統括会社の役割を担っている。統括会社は2005年7月に設
立されたが、設立時に輸入・卸売の事業ライセンスを取得した。このため、
各事業会社ではなく、統括会社が輸入・卸売機能を持っている。
事業会社の一つD社家電会社は、2003年6月に設立され、当初、ベトナム
国内向けに冷蔵鹿、洗濯機を製造していた。洗濯機については、これまでタ
イから部品を輸入し、SKD方式で製造していたものの、統括会社が輸入・
卸売許可を取得して以降、洗濯機の製造を中止、完成品のタイからの輸入を
開始した。しかし冷蔵庫については、ワンドアタイプが主流である他の
ASEAN各国に対し、ベトナムは間冷式2ドアタイプが主流の特異な市場で
あったため、生産を継続している。しかしその部品の6割はタイから輸入、
鉄板は日本や韓国、コンプレッサーはマレーシアから調達している。現地で
は、樹脂成型、プレス加工の工程を行い、また印刷物、梱包材などを調達し
ているに過ぎない。また白物製品では、AFTAを活用し、エアコンをマレー
シアから輸入している。
総合電機メーカーE社も、国内販売に特化している企業の一つである。同
社は薄型テレビ、CRTテレビ、DVDプレーヤーの販売を行っているが、薄
型テレビはインドネシア工場からAFTAの関税番号変更基準を用いて輸入
している。ベトナムで調達できるのは、梱包材やベトナム語のマニュアルの
みという。一方、E社家電会社については、冷蔵庫、洗濯機をSKDでタイか
ら輸入、組立を実施している。同社も2008年6～7月頃に輸入・卸売事業の
承認を得ており、ベトナムで製造していない完成品の輸入販売を開始してい
る。しかし、既に10年以上操業し、ブランドも浸透した現在、B社のように
製造を中止し、輸入・卸売に移行するか判断は難しい。工場閉鎖は自ら築い
たブランド、社会的信頼に傷を付けることにもなりかねない。
2008、09年にかけて、白物家電生産企業各社は輸入・卸売業に続々と参入
している。その一方、ベトナム家電市場は、各家庭での普及が進み、冷蔵庫
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については今後、頭打ちになることが予想される。これまで国内向けに生産
していた企業は、事業戦略の大きな転換点に立っている。
ベトナムの安い労賃を生かし、原材料を輸入し、組立・輸出をする形態を
採る企業、もしくは可能な限り内製化を進め、輸出に特化する企業は、今後
もしばらくは、比較優位を享受することが出来る可能性がある。しかし、ベ
トナム国内市場への供給が主な目的である内需型企業は09年以降、輸入製品
との競争が本格化する。その場合、B社同様、工場閉鎖を含め業態転換の決
断を迫られる企業が複数現れると見込まれる。既に他のASEAN諸国に大
型の輸出用工場を持っている企業の場合、その多くは製造販売から輸入販売
にシフトしていくことになろう。
（5）自動車産業にも影響を及ぼし始めた外資規制緩和
ベトナムの自動車市場は、ASEAN新規加盟国の中では最も大きいものの、
ベトナム統計総局によれば生産台数は2008年でわずか10万76台である。タイ
（139万6，306台）、マレーシア（盟万810台）、インドネシア（60万628台）と
比較し、圧倒的に市場は小さい。フォーインによれば（世界自動車メーカー
年鑑2α鳩、アジア自動車部品産業2008）、現在、ベトナムでは外資系10杜が自
動車の現地生産を行っており、うち日系企業は、トヨタ、ホンダ、三菱自動
車、スズキ、日野、いすで、ダイハツの7社である。また地場では、2社が
現代や起亜など主に韓国ブランドの受託生産を行っている。
日系自動車企業の多くは、第1次ベトナムブームと言われたアジア通貨危
機直前の95、96年前後に設立・生産を開始している。しかし各社ともその生
産能力は小さく、俵も大きいフォードで年間1万4，∝）0台、これにGM、トヨ
タ、ホンダが1万台前後で続く。市場規模が限られているにも関わらず、将
来の布石として生産を開始したものの企業間での過当競争に陥っている。ダ
イハツ工業は、1995年4月に自動車製造ライセンスを取得し、現地合弁会社
ベトインド・ダイハツ（ビンダコ）で生産を開始したものの、市場シェアが
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想定したとおりには伸びず、結局、2007年6月に清算および同国市場からの
撤退を発表した。2008年の同社「会社概況データブック2008」によれば、閉
鎖前年度の2006年度の生産台数は459台に過ぎず、清算を決めた2007年度は
わずか1台であった。
ベトナムで少量生産・販売を余儀なくされている自動車メーカーも、輸入
権を取得し、ASEAN城内から完成車を調達し、ラインナップを拡充する動
きが出てくるとみられる。一部には、ベトナムでの自動車製造を諦め、輸入
卸売に撤する企業も出てくる可能性すらある。
日産自動車は、これまでベトナムに生産拠点を持っておらず、2007年にお
いてはデンマークの自動車配給サービス企業ケア（maer）グループの現地法
人モーターケア社を通じて、ティーダ、エクストレイル、ピックアップ等を
含め518台をベトナムで販売した。2008年11月に、日産はケア杜と合弁で「ベ
トナム日産」を設立、同年12月に営業を開始した。ベトナム日産は2008年11
月中旬、ベトナム政府から完成車輸入権を取得しており、AFTAを使い、ス
ペアパーツ、アクセサリーパーツのみならず、エクストレイル、ティーダ、
ティアナ等の完成車を輸入し、ディーラーへの供給を開始した。
その一方で、ベトナム日産は2009年6月に、ベトナムモーターズコーポ
レーションに自動車組立を委託、2009年末から生産を開始すると発表した。
ベトナムはAFTAのもとで2015年までに関税を撤廃する予定であるが、一
部例外品目については2018年迄猶予が認められており、自動車分野はこの猶
予対象とされる可能性が高い。その場合、最大で今後8年間は関税が残存す
ることになる。日産は輸入販売に注力しつつも、将来的に国内市場が拡大し
た際は出遅れないよう輸入と現地生産との両睨みで足場を築こうとしている。
ベトナムに自動車産業を残すためには、裾野産業の育成が急務である。ベ
トナムはASEAN各国に対し遅くとも2018年に自動車の関税を撤廃しなけ
ればならない。2018年まで、ベトナムに残された時間は少ない。
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第6節　おわりに（ベトナムを取り巻く国際環境と課題）
ベトナムは、1995年のASEAN加盟、2007年には念願のWTO加盟を、そ
れぞれ果たした。これに伴ってベトナムはグローバル化の中の国際社会の一
員として、経済構造改革・開放を求められた。
AFTAにより、既にベトナムの関税は5％以下に引き下げられ、更には流
通サービス業の外資への開放で、これまで関税・非関税障壁に保護されてい
た国内産業は、否応なく近隣諸国との競争に突入しようとしている。特に
AFTAでは関税削減・撤廃対象外となるのは、ごく一部に限られており、セ
ンシティブ品目であっても0～5％迄に関税を引き下げることが求められて
いた。
在ベトナムH系企業にとって、これからの競争はベトナム国内にとどまら
ず、ASEAN大、更には中国、韓国、日本も含めた、東アジア大での兢争に
なろうとしている。そのため、国内市場への供給を目的に進出した企業は、
閉鎖を決断し業態を変えるか、また新たに輸出機能を付加・強化させるか、
など早晩決断が求められる大きな岐路に立たされている。一方、タイなど周
辺国の企業からみれば、ベトナムの8，600万人市場を獲得する絶好の機会と
なっている。
一方、ベトナム政府にとっては、非常に難しい時期に来ている。既に
ASEANの中では、産業別に概ね優劣がついており、ベトナムはこれら
ASEAN大での産業の比較優位・劣位を見極め、比較優位にある産業を重点
的に強化・育成を図る必要がある。
AFTAによる2015年の関税撤廃が迫る中、ベトナムに必要なのは、広範囲
に亘る産業育成ではもはやなく、重点産業を絞り込み、更に目的を絞り込ん
だ産業育成策である。ASEANの他の加盟国が既に圧倒的優位に立っている
産業については、政府は産業育成ではなく、当該分野の国際調達ネットワー
クにいかにベトナムを組み込むかに政策の焦点をあてるべきである。また強
化・育成については、将来的にもベトナムが比較優位を持ちうる産業に的を
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絞り、重点的かつ効果的に実施すべきである。
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